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１.　公売方法 期間入札

２.　入札書提出先

行方市役所　収納対策課

３.　入札期間

４.　開札の場所

５.　開札の日時

６.　売却決定の日時

７.　代金納付期限

お問い合わせ先

〒311-3892　茨城県行方市麻生1561-9（行方市役所麻生庁舎）

行方市総務部収納対策課
TEL ０２９９－７２－０８１１　　FAX ０２９９－７２－２６６４

令和７年11月26日（水）午後２時

R07.8.19初版

令和７年11月５日（水）午前１０時

令和７年11月26日（水）午前１０時

令和７年10月23日（木）～令和７年10月30日（木）

行方市情報交流センター　ホール

〒311-3892　茨城県行方市麻生１５６１－９

不動産公売広報



令和７年１０月２３日(木)から

令和７年１０月３０日(木)まで

令和７年１０月２３日(木)から

令和７年１０月３０日(木)まで　（期間内必着）

〒311-3892

茨城県行方市麻生１５６１－９

行方市役所　収納対策課

　　　※入札書を持参する場合は、土・日・祝日を除く午前８時４５分から午後５時まで

令和７年１１月５日(水)　　午前１０時００分

行方市情報交流センター　ホール

令和７年１１月２６日(水)　　午前１０時００分

令和７年１１月２６日(水)　　午後２時００分

令和７年１１月７日(金)から

令和７年１１月１４日(金)まで　（期間内必着）

令和７年１１月２１日(金)　　午前１０時００分

令和７年１２月１２日(金）　　午前１０時００分

令和７年１２月１２日(金）　　午後２時００分

開札場所 行方市役所　麻生庁舎　収納対策課内

売却決定日時

買受代金納付期限
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開札日時

不動産公売（期間入札）実施日程

公売保証金納付期間

（期間満了までに入金の確認ができない入札は無効）

入札期間

入札書提出先

開札日時

開札場所

売却決定日時

買受代金納付期限

追加入札の日程

入札期間

入　札　さ　れ　る　方　へ

２．入札に際しては、あらかじめ公売財産を確認し、不動産については、登記簿を閲覧する
などした上で、入札してください。
　土地の境界については、隣接地所有者と協議してください。また、執行機関は、公売財産
の引渡義務  は負わないため、使用者又は占有者に対して明渡しを求める場合は、買受人
が行うことになります。公売財産内の動産類やごみなどの撤去、占有者の立ち退きなどは
買受人自身で行っていただきます。

３．入札の手続きなどは、「公売のしおり」をご確認ください。

４．本広報に記載されている公売財産は、公売を中止する場合がありますので、入札前に
公売中止の有無をお問い合わせください。

１．公売財産の明細は、執行機関に備え付けてある「公売公告」等をご覧ください。



◎

① 入札書等の必要書類の準備

② 公売保証金の納付

③ 入札書等の提出

④ 最高価申込者等の決定

⑤ 売却決定・買受代金の納付

⑥ 権利移転手続き

・入札者は開札に立ち会いすることができます。

・最高価申込者と次順位買受申込者には，電話にてご連絡します。

・最高価申込者に対し売却決定を行います。売却決定を受けた方は，買受代金納付

期限までに買受代金を指定口座に振り込んでください。来庁による窓口納付（現

金・小切手）も受け付けています。

・行方市が所有権移転手続きを行います。

・提出いただく必要書類（所有権移転登記請求書等）については，別途ご連絡しま

す。
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不動産公売（期間入札）の流れ

公売財産及び見積価額等を公告しますので，行方市ホームページ等で確認してくだ

さい。

・入札書等の様式は行方市ホームページからダウンロードできます。それ以外の入

手方法を希望される方は，電話又は来庁のうえ請求してください。

・公売保証金納付期間内に公売保証金を直接持参（現金・小切手）または指定口座

への振込により納付してください。

・入札期間内に行方市役所収納対策課へ提出してください。（期間内必着）

行方市へ提出

（郵送又は持参）

公売公告

公売保証金

納付期間

及び

入札期間

封入 入札書提出

用封筒

（内封筒）

入札書

陳述書等

（一式）

公売保証金振込

通知書兼支払請

求書兼口座振替

依頼書

公売保証金

の充当申出

書

委任状

など

※必要な場合

のみ

封入

〒 －

郵送用封筒

公売関係書類在中

開 札

入札

売却決定

買受代金

権利移転
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公売のしおり（期間入札） 

 

第１ 公売参加資格                                 

 

「公売」は、差押えた財産を入札によって売却し、滞納税に充てる制度で、原則としてど

なたでも参加することができます。 

ただし、次に該当する者は、法令の規定により買受人になることや公売への参加が制限さ

れます。 

 

（１）公売会場への入場、入札等を制限されている者及び当該公売処分に係る市税・保険料

の滞納者（国税徴収法第９２条、同法第１０８条） 

（２）国税徴収法第９９条の２に規定する暴力団員等又は自己の計算において当該公売不

動産の入札等をさせようとする者が暴力団員等であるとき（国税徴収法第９９条の２、

行方市暴力団排除条例第７条） 

  ※入札の際、国税徴収法第９９条の２に基づき、暴力団関係者等でないことの陳述書を

提出していただきます。 

 

第２ 公売保証金の納付                                

 

公売保証金の納付を必要とする公売財産については、「入札書」の提出前に公売保証金の

納付をしなければなりません。以下のいずれかの方法で、売却区分ごとに定められた公売保

証金を納付してください。（必ず公売保証金納付期間内に納付してください。） 

 

（１）窓口持参による方法 

  ①現金若しくは銀行振出しの小切手を行方市担当課まで直接持参して納付してくださ

い。 

  ②「公売保証金振込通知書兼支払請求書兼口座振替依頼書」の太い枠内を記載してくだ

さい。 

（２）銀行振込による方法 

①行方市が指定した振込口座に振り込む方法により納付してください。振込先につい

ては、別途ご連絡いたしますので、行方市担当課へご連絡ください。 

②振込は、売却区分ごとに「電信」扱いで振り込み、振込者（入札者）の氏名（名称）

の前に、売却区分番号を必ず記載してください。 

【例】 「３－１ 行方太郎」 

③公売保証金納付期間内に振込口座への入金が確認できない場合は、入札は無効とな

ります。なお、振込手数料は、振込者（入札者）の負担となります。 
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④「公売保証金振込通知書兼支払請求書兼口座振替依頼書」の太い枠内を記載するとと

もに、振込みを依頼した金融機関から交付された「振込金受取書（原本）」を貼付し

てください。 

   なお、インターネットバンキングを利用した場合は、振込時間、振込依頼人、振込先

口座、振込金額等が確認できる画面を印刷して貼付してください。 

 

第３ 陳述書の作成                                 

 

（１）公売財産が不動産である場合には、①入札をしようとされる方（その方が法人である

場合には、その役員）が暴力団関係者等に該当しない旨、②自己の計算において入札を

させようとされる方（その方が法人である場合には、その役員）が暴力団関係者等に該

当しない旨の陳述書の提出が必要となります。 

（２）法人の場合は、「入札者(買受申込者)である法人の役員に関する事項」及び「法人の

役員を証する書面（商業登記簿に係る登記事項証明書）」を陳述書と併せて提出してく

ださい。 

（３）①入札をしようとされる方又は②自己の計算において入札をさせようとされる方が

次のいずれかに該当する場合は、陳述書と併せて指定許認可等を受けていることを証

する書類の写しを提出してください。 

   ・宅地建物取引業（宅地建物取引業法第３条第１項の免許） 

   ・債権管理回収業（債権管理回収業に関する特別措置法第 3 条の許可） 

（４）「陳述書（別紙を含む。）」の提出がない場合や記載に不備がある場合は、入札等が無

効となりますので、正確に記載の上、提出してください。 

 

第４ 入札書の作成                                 

 

入札書は、入札者の住所及び氏名、売却区分番号、入札価額、その他必要な事項について

記載の上、次の事項に留意して提出してください。 

 

（１）公売財産は、「売却区分番号」で整理されていますので、入札書は「売却区分番号」

ごとに作成してください。 

（２）入札書には、個人にあっては住民登録上の住所・氏名を、法人にあっては商業登記簿

上の所在地・名称を記載してください。 

なお、入札書は、字体を鮮明に記載し、訂正したり、抹消したりしないでください。

書き損じたときは、新たな入札書を使用してください。 

（３）一度提出した入札書は、入札期間内であっても、引換え、変更又は取消しすることは

できません。 
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（４）同一人が、同一の売却区分番号の物件について、２枚以上の入札書を提出すると、そ

の入札書はいずれも無効となります。 

（５）共同して入札する場合は、専用の「共同入札書」により提出してください。 

（６）代理人が入札する場合は、代理権限を証する「委任状」を提出してください。 

（７）入札書は、入札書提出用封筒に入れてください。封筒には、必ず売却区分番号及び開 

札日時を記載してください。 

（８）入札書提出用封筒に封入する入札書は、１枚に限ります。複数の売却区分について入 

札する場合は、売却区分ごとに入札書提出用封筒が必要となります。入札書提出用封筒

には、入札書以外の書類を封入しないでください。 

    

第５ 入札書の提出方法                                  

 

（１）入札書の提出は、次に掲げる書類を郵送用封筒に封入して郵送（一般書留、簡易書留、 

特定記録郵便若しくはレターパック）又は行方市担当課まで直接持参してください。 

入札書は入札期間内必着です。入札期間を経過した後に到着した入札書は無効となり

ます。 

① 入札書提出用封筒（入札書（共同入札の場合は共同入札書）を封入したもの） 

② 陳述書（「自己の計算において入札等をさせようとする者に関する事項」及び「入札

者（買受申込者）である法人の役員に関する事項」は必要な場合に限る） 

③ 公売保証金振込通知書兼支払請求書兼口座振替依頼書（公売保証金の納付が必要な

場合） 

④ 公売保証金の充当申出書（公売保証金の納付が必要な場合） 

⑤ 委任状（代理人が入札する場合） 

⑥ 買受適格証明書（必要な場合） 

⑦ 共同入札代表者の届出書（共同入札の場合） 

（２）入札書提出用封筒受領書等の送付 

   入札期間終了後、入札書提出用封筒受領証等を送付します。 

   なお、入札書等の受領に関する電話での問い合わせには応じておりません。 

    

第６ 開札の方法                                   

 

開札は、公売公告に記載された期日（時間）及び場所において入札者の面前で行います。 

ただし、入札者又はその代理人が開札の場所にいないときは、公売事務を担当していない

職員が立ち会って開札します。 



-６-

第７ 最高価申込者の決定                               

 

最高価申込者の決定は、公売財産の売却区分番号ごとに、入札価額が見積価額以上で、か

つ、最高の価額の入札者に対して行います。 

 最高価申込者が開札の場所にいないときは、決定内容について電話等により連絡します。 

 

第８ 次順位買受申込者の決定                             

 

（１） 最高価申込者の入札価額に次ぐ高い価額（見積価額以上で、かつ、最高入札価額か 

ら公売保証金の額を控除した金額以上であるもの）による入札者から、入札書にて、

次順位による買受けの申込みがあるときは、その者を次順位買受申込者とします。 

※入札書の次順位買受申込欄に申込の有無を記載してください。 

なお、次順位買受申込者が２名以上あるときは、くじで決定します。 

次順位買受申込者が開札の場所にいないときは、決定内容について電話等により連

絡します。 

（２）次順位買受申込者の決定は、公売財産の売却区分番号ごとに、入札書の「入札価額」

欄に記載された金額により行います。 

 

第９ 追加入札                                    

 

開札の結果、最高の価額の入札者が２名以上いる場合には、後日その入札者間で追加入札

を行い、追加入札の価額がなお同額のときは、くじで最高価申込者を決定します。 

 

（１）追加入札の価額は、当初の入札価額以上としなければなりません。 

（２）追加入札をすべき者が入札をしなかった場合、又は追加入札の価額が当初の入札価額

に満たない場合は、その事実があった後２年間は公売の場所に入ることを制限し、入札

させないことがあります。 

 

第１0 公売保証金の返還                               

 

最高価申込者とならなかった入札者が納付した公売保証金は、公売終了後に「公売保証金 

振込通知書兼支払請求書兼口座振替依頼書」に記載された口座に振り込む方法により返還

します。ただし、次順位買受申込者に対しては、最高価申込者が買受代金を納付した後に返

還します。公売保証金の返還は、４週間程度かかる場合があります。 
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第１１ 売却決定                                   

 

（１）売却決定 

売却決定は、公売公告に記載された日時に、最高価申込者に対して行います。 

なお、次順位買受申込者に対する売却決定は、国税徴収法第１１３条第２項各号に掲

げる日に行います。 

（２）売却決定等の取消し 

次に該当する場合には、売却決定等を取消します。 

①  買受代金の納付前に、公売財産に係る滞納市税・保険料等の完納の事実が証明さ

れたとき 

② 買受代金をその納付期限までに納付しないとき 

③ 国税徴収法第１０８条第２項の規定が適用されたとき（公売実施の適正化のため

の措置。例えば、公売への参加等を妨害した者、不正に連合した者、偽りの名義で

入札等をした者、買受代金を故意に納付しなかった者及び故意に公売財産を損傷し

た者により入札等が行われた場合） 

（３）買受申込等の取消し 

売却決定が行われた後等であっても、法律の規定に基づき滞納処分の続行の停止が

あった場合には、最高価申込者、次順位買受申込者及び買受人は、その停止されている

間は、入札又は買受申込み等を取消すことができます。 

（４）売却決定期日の延長 

   国税徴収法第１０６条の２の規定により調査の嘱託をした場合であって、公売公告

に記載された売却決定の日までに、その結果が明らかでないときは、売却決定の日時及

び買受代金の納付期限が変更されることがあります。 

 

第１２ 買受代金の納付                                

 

買受人は、売却決定を受けた後に公売公告に記載した納付期限までに、買受代金の全額を、

行方市が指定した銀行預金口座に振り込む方法又は現金若しくは銀行振出しの小切手を行

方市担当課へ直接持参する方法で納付してください。 

 

第１３ 公売財産の権利移転                             

 

（１）権利取得の時期 

買受人は、買受代金の全額を納付したときに、公売財産の権利を取得します。 

ただし、農地法等の手続きが必要なものについては、農業委員会等の許可があったと

きに権利を取得することになります。 
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なお、買受代金納付後に生じた財産のき損、盗難及び焼失等による損害の負担は、買

受人が負うことになります。 

（２）公売財産の引渡し方法 

公売財産が不動産の場合には、行方市は引渡しの義務を負いません。 

なお、土地の境界については、隣接地所有者と協議してください。 

（３）権利移転手続き 

買受人は、買受代金の全額を納付した場合には、速やかに所有権移転登記請求書及び

その他必要書類を、行方市あて提出してください。 

なお、公売財産が農地法の許可（届け出）が必要な場合は、農業委員会等が発行する

権利移転の許可書等が必要です。 

（４）権利移転に伴う費用 

公売財産の権利移転に伴う費用（権利移転登記の登録免許税等）は、買受人の負担と

なります。 

 

第１４ 公売保証金の帰属                              

 

買受人が、買受代金をその納付期限までに納付しないことにより、売却決定が取り消され

た場合は、その者の納付した公売保証金は、その公売に係る市税等に充て、なお残余がある

場合には、これを滞納者に交付します。 

また、国税徴収法第１０８条第２項の規定による処分を受けた者が納付した公売保証金

は行方市に帰属します。 

 

第１５ 罰則                                    

 

 国税徴収法第９９条の２（暴力団員等に該当しないこと等の陳述）の規定により、陳述す

べき事項について虚偽の陳述をした者は、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処せ

られます。（国税徴収法第１８９条） 



-９-



【おもて】 【うら】

現金・小切手の同封厳禁
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代

理

委任状

（代理人が入札する場合）

農

地

買受適格証明書

（公売財産が農地の場合）

公

売

関

係

書

類

在

中

共

同

共同入札代表者の届出書

（共同で入札する場合）

【差出人】
（住所）〒　３１１－３８３２

行方市麻生１５６１番地９

（氏名又は名称）

※封をする前に必要書類

をもう一度ご確認くださ

い。

行方　太郎

連絡先　℡　０２９９－００－００００

記載例

郵送用封筒

 1　「郵送用封筒」は、入札書提出用封筒、その他の提出書類を郵送するときに使用してください。

２　郵送方法については、入札者が「書留、簡易書留、特定記録郵便若しくはレターパック」から選択

してください。

３　封筒は入札者が用意したものを使用してください。

〒３１１－３８９２

行

方

市

役

所

収

納

対

策

課

　

行

茨

城

県

行

方

市

麻

生

１

５

６

１

－

９

提出していただくもの 整

理

欄

共

通

確認 書類名

入札書
（入札書提出用封筒（内封筒）に封

入）

一

般

書

留

簡

易

書

留

特

定

記

録

陳述書一式

公売保証金振込通知書兼支払請求

書兼

口座振替依頼書

公売保証金の充当申出書

（公売保証金の納付が必要な場

合）

✓

✓

✓

✓
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注意事項

1　この封筒には、入札書以外入れないでくだ

　 さい。

２ 入札書は封筒１通につき、１枚を入れてく

    ださい。

３ 公売保証金の納付が必要な場合は、公売保

    証金を納付した後に入札書を提出してくだ

    さい。

この部分の裏面

は糊付けしない

でください。

折り線

（No.　　　　　　）

売却区分番号 ○ー○
　この部分の裏面

に糊付けして、適宜

の封筒に貼り付け

してください。

　なお、貼付した

封筒は、必ず封を

して提出してくださ

い。

開札日時
令和○年○○月○○日

午前○○時○○分

入 札 書 在 中

開

封

厳

禁

記載例

入札書提出用封筒

入札書提出用封筒受領書（No.　　　　　　）

太枠内を記入の

うえ、外側の実

線を切り取って

ください。

売却区分番号 ○ー○

開札日時
令和○年○○月○○日

午前○○時○○分

受付印

受付印



〒３１１－３８３２

　なめがた　　たろう

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

¥ 1 3 0 0 0 0
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10　次順位買受申込について記載してください。記入がない場合は、申込なしとして取扱います。

　を記載してください。

６　入札価額の頭部には、「金」又は「￥」の文字を付けてください。　

７　訂正した入札書は無効です。書き損じたときは、新しい用紙を請求してください。

８　架空の名義又は他人の名義での入札は無効となります。

９　提出された入札書の引き換え、変更、取消はできません。また、二重に提出された入札書は

　どちらも無効となります。

５　個人の場合は住民登録上の住所・氏名を、法人の場合は商業登記簿上の所在・名称（代表者名）

記

売却区分番号

１　―　２

入 札 価 額

2

次順位買受申込を　　（　　する　　・　　しない　　）

（注意事項）
１　入札書は、売却区分の番号ごとに、それぞれ別紙にしてください。　

２　字体は鮮明にし、黒又は青のインク又はボールペンで書いてください。　

３　複数の者が共同して入札する場合には、別の用紙がありますので請求してください。

４　代理人が入札する場合には、入札に先立って代理権限を証する書面を提出してください。

下 記 の と お り 入 札 し ま す 。

行 方 市 長 殿

※　住所（又は所在地）は、市・郡から記載してください。（茨城県以外の場合には、都道府県から）

入  札  者

住　　　　所
又は所在地 行方市麻生１５６１番地９

ふ　り　が　な 連絡先

氏　　　　名
又は名称 行方　太郎 （電話）　029-000-0000

（携帯）　090-0000-0000

代　理　人

住　　　　所
（役職名）

〒

代理人が入札する場合は、代理人の住所・氏名を
記載してください。　※委任状が必要です。氏　　　　名

令和○○年○○月○○日

≪ 入 札 書 記 載 例 ≫
（売却決定決議） 　（最高価申込者の決定決議）

入 札 書



【様式①】受付番号：

1

2

3

4

5

6

7

8
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　入札者（買受申込者）が宅地建物取引業又は債権管理回収業の事業者の場合には，その許認可等を受けたこ
とを証明する文書（宅地建物取引業の免許証又は債権管理回収業の許可証）の写しを提出してください。

　自己の計算において入札等をさせようとする者(入札者（買受申込者）に資金を渡すなどして自己の為に入札等
をさせようとする者をいいます。)がある場合は，陳述書別紙「自己の計算において入札等をさせようとする者に関
する事項」を併せて提出してください。

　虚偽の陳述をした場合，６月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処せられることがあります（国税徴収法第189条）。

【注意事項】

　字体は鮮明に，インク又はボールペンで書いてください。

　法人の場合は，陳述書（法人用）別紙「入札者（買受申込者）である法人の役員に関する事項」及び「法人の
役員を証する書面（商業登記簿に係る登記事項証明書）」を併せて提出してください。

　字体は鮮明に，インク又はボールペンで書いてください。

　共同で入札等を行う場合は，入札者（買受申込者）ごとに陳述書を提出してください。

　提出後の陳述書（別紙を含む。）の訂正や追完はできません。

□　女性
□　昭和 □　令和

□ 法人

法人所在地

〒　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　（　　　　　）

フリガナ

性別

法人名称

フリガナ

代表者
氏　名

役　　員 別紙「自己の計算において入札等をさせようとする者（法人）の役員に関する事項」のとおり

陳述書作成日 令和　　 　　年 　　　　月 　　　　日

□ 個人

住  所

〒　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　（　　　　　）

フリガナ

氏　　名

生 年 月 日
□　大正 □　平成

　　　年 　　　 月  　　　日 □　男性

※　「暴力団員等」とは，「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
号）
　第２条 第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者」を指しま
す。

□ 　私（当法人）は，暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人の計算において，入札
等をする者ではありません。

  ※該当する場合は，□にチェックを入れてください。

□ 　自己の計算において私（当法人）に入札等をさせようとする者は，陳述書別紙「自己の計
算において入札等をさせようとする者に関する事項」に記載のとおりです。
　この者は，暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人ではありません。

□ 　当法人は，暴力団員等が役員である法人ではありません。　（法人の場合）

暴力団関係者等ではないことの
陳　述　書　 (個人用/法人用)

茨城県行方市長　鈴木　周也　　殿

  ※内容を確認し，□にチェックを入れてください。

□ 　私は，暴力団員等ではありません。　（個人の場合）✓

✓

記載例

個人の場合

✓

〇〇〇 □□□□

行方市■■〇〇番地◇

行方 一郎

✓ 〇〇 〇 〇 ✓

ﾅ ﾒ ｶﾞ ﾀ ｲ ﾁ ﾛ ｳ

法人の場合

ご確認ください

△ △ △



【様式②】

【陳述書（法人用）別紙】

法人名
※該当する□にチェックを入れてください。

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

1

2

3

4
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　字体は鮮明に，インク又はボールペンで書いてください。

　役員全員（代表者を含む。）を記載してください。役員が６人以上いる場合は，本用紙を複数枚用いてくださ
い。
　提出後の陳述書（別紙を含む。）の訂正や追完はできません。

性別 □　男性 □　女性
昭和 令和

【注意事項】

生 年 月 日
大正 平成

　　年　　　月　　　日

　入札者（買受申込者）が法人の場合は，本書面及び「法人の役員を証する書面（商業登記簿に係る登記事
項証明書）」の提出が必要です。提出がない場合や記載に不備がある場合は，入札等が無効となりますので
正確に記載してください。

□　男性 □　女性
昭和 令和

5

住　　所

〒　　　　　－

フリガナ

役職名

4

住　　所
〒　　　　　－

氏　　名

令和

役職名
氏　　名

生 年 月 日
大正 平成

　　年　　　月　　　日 性別

フリガナ

3

住　　所

〒　　　　　－

フリガナ

役職名
氏　　名

生 年 月 日
大正 平成

　　年　　　月　　　日 性別 □　男性 □　女性
昭和

　　年　　　月　　　日 性別 □　男性

生 年 月 日
大正 平成

　　年　　　月　　　日 □　男性
昭和 令和

性別

2

住　　所
〒　　　　　－

フリガナ

役職名
氏　　名

□　女性

入札者(買受申込者)である法人の役員に関する事項

1

住　　所

〒　　　　　－

フリガナ

役職名
氏　　名

□　女性
昭和 令和

生 年 月 日
大正 平成

行方株式会社

記載例

ご確認ください

行方 一郎 代表取締役

取締役

〇〇〇 □□□□

□□□ △△△△

行方市麻生１５６１－

✓ ✓〇〇 〇 〇

市税 次郎

行方市玉造甲４０４

✓✓
□ □ □

ｼ ｾﾞｲ ｼﾞﾛ ｳ

監査役
ｲ ﾊﾞﾗ ｷ ﾊ ﾅ ｺ

〇〇〇 □□□□

水戸市笠原町９７８－６

✓✓ 〇〇 〇 〇

茨城 花子

ﾅ ﾒ ｶﾞ ﾀ ｲ ﾁ ﾛ ｳ



　　行方市長　　殿　　　

公　売

保証金

返還理由が生じた際は，上記公売保証金額を返還願います。

なお，返還の際は，以下の口座へ振り込んでください。

銀行・信用金庫

信用組合・農協

※入札者は、太枠内を必ず記載してください。

口座番号

金融機関名

（所在地）

フリガナ ﾅﾒｶﾞﾀ　ﾀﾛｳ
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金融機関の証明書（振込金受取書）の貼付箇所

　公売保証金を指定の金融機関の口座に振り込んだ旨の証明として、振込みを依頼した金融機関から交付を受けた「振込金
受取書」の原本を、この枠内に貼り付けて提出してください。
　なお、振込みにあたっては、金融機関の注意事項をよく読んで、間違いのないようにお願いします。

1 公売保証金振込通知書兼支払請求書兼口座振替依頼書は、入札を行う売却区分番号ごとにそれぞれ作成してください。
2 公売保証金振込者は公売の入札者でなければなりません。公売保証金振込者と入札者が異なる場合は入札無効となります。
3 公売保証金は、公売公告に定める期限までに、指定の金融機関の口座に電信扱いで振り込みしてくだださい。
　公売公告に定める期限までに入金が確認できない場合は、入札できません。なお、振込手数料は入札者の負担となります。
4 最高価申込者等とならなかった場合など、公売保証金を返還する事由が生じた場合は、公売保証金振込通知書兼支払
　請求書兼口座振替依頼書欄に記載された金融機関口座に振込により返還します。
　公売保証金は入札者に返還しますので、公売保証金振込通知書兼支払請求書兼口座振替依頼書に記載する預金口座
　は、入札者本人名義の口座を誤りのないよう記載してください。

○○○○○○

口座名義人

フリガナ ﾅﾒｶﾞﾀ　ﾀﾛｳ

氏  名
行方　太郎　　←③

（名称）

振込先

預金種別

○○○ ○○○

　普通　・　当座

記載例

公売保証金振込通知書兼支払請求書兼口座振替依頼書

記入日：   令和○年○○月○○日

　下記の売却区分番号に係る公売財産の入札を行うに当たって、公売保証金を納付しましたので通
知します。

入札者

住所（所在地） 行方市麻生１５６１番地９

フリガナ ﾅﾒｶﾞﾀ　ﾀﾛｳ

氏名（名称） 行方　太郎　←①（注）①、②、③は同一でなければなりません。

電話番号
（電話）029-000-0000
（携帯）090-0000-0000

　第　○－○　号

支店
（郵便局を除く。）

売却区分番号

氏  名
行方　太郎　　←② 印

（名称）

公売保証金額 　　　金　１２３，０００円

公売保証金
返還請求者

住  所
行方市麻生１５６１番地９

行

方

振込金受取書の原本を貼り付ける。



（請求人）

住所又は所在地

氏名又は名称

（注）　公売保証金の充当申出書は。入札を行う公売財産ごとに、それぞれ作成してください。
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　令和○○年○○月○○日開札の公売において、次の公売財産の入札に当たり、売却決定日に
私（請求人）に対し売却決定が行われた場合、納付した公売保証金については、買受代金に充て
てください。

入札を行う公売財産の売却区分番号

○　－　○○

記載例

令和○○年○○月○○日

行方市長　　　殿

行方市麻生１５６１番地９

行方　　太郎

公売保証金の充当申出書
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氏　名

委 任 状

令和○○年○○月○○日

行方市長　殿

（委任者） 住　所

氏　名 印

電　話

私は、下記の者を代理人と定め、次の権限を委任します。

記

（受任者） 住　所

　　４　上記１～３に附帯する一切の権限

　　３　公売保証金の返還にかかる受領の権限

電　話

委任事項

令和○○年○○月○○日公売に関する

　　１　公売保証金の納付の権限

　　２　入札書の提出の権限

個人の場合は住民票上の住所を、法
人の場合は商業登記簿上の住所を記
載してください。

本人（委任者）に変わり、公売手続きを行う代
理人の住所・氏名等を記入してください。
※法人で入札する場合、代表権限を有しない社
員等が公売手続きを行う場合、その者に対する
委任状を作成し提出してください。

記載例



財 産 所 在 地

行方市羽生字竹ノ越1710番
行方市羽生字竹ノ越171１番

行方市玉造字宮平沼甲７５４番

要

行方市小高字離谷２１７０番

要

要

要

行方市橋門字高田５８１番１ 要

※売却区分番号「25-8」については公売中止につき非掲載となっております。

25-9
550,000円

畑

25-10
390,000円

田

60,000円

要しない

28

31

34

37

40

43

公 売 保 証 金
財 産 種 別
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25-3
350,000円

田 行方市小高字根堀１９５５番
要しない

25-1 田

頁

25

買受適格
証 明 書

19

2225-2

行方市青沼字引取1021番 要

要

公 売 財 産 一 覧 表

見 積 価 額

田

300,000円

要しない

160,000円

要しない
行方市青沼字青沼1146番

売却区分
番 号

25-5
110,000円

田
要しない

25-4
550,000円

田
60,000円

25-6
260,000円

田 行方市内宿字東谷218番 要
要しない

25-7
290,000円

田 行方市小貫字削田57番1 要
要しない

46
要しない

25-11
100,000円

田 行方市荒宿字ヤシ町533番 要



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市青沼字引取

　 地　　番 １０２１番

地　　目 田

地　　積 １，６３８㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5

公売保証金納付期間
及び入札期間

令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで売却区分番号 25-1

見積価額 300,000円 公売保証金 要しない

物 件 の 位 置
行方市役所麻生庁舎の北東方約５．７ｋｍ（道路距離）

なめがたしおさい農業協同組合麻生営農経済センターの北東方約３．０ｋｍ（道路距離）

公法上の規制
非線引都市計画区域　用途指定無し

農業振興地域内　農用地区域内

接 道 状 況
北東側で幅員約２．５ｍの未舗装市道に約１．２ｍ低く接している。

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約３４ｍ　　奥行　約５０ｍ

形 状 ほぼ整形

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
田として利用されています。

１．農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
　　なお、買受適格証明書の申請は、令和７年10月10日締め切りです。
　 （問合せ先：行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２．文化財保護法に規定される埋蔵文化財包蔵地には含まれていません。

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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25-1

所 在 図

売却区分番号

 見 取 図

-20-

図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件



ここに現地写真を載せる

現地写真

売却区分番号 25-1航空写真（対象物件周辺）

-21-

※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市青沼字青沼

　 地　　番 １１４６番

地　　目 田

地　　積 ９８４㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5 土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。

-22-

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
畑として利用されています（ビニール栽培）。

１．農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
　　なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　 （問合せ先：行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２．公売財産は麻生北部土地改良区内にあるため、買受人は法定の賦課金等の
　　納入義務が課せられます。土地改良区賦課金は年額9,840円です。
３．土地改良区賦課金39,020円の未納があります。（令和７年４月末現在）
　 （問合せ先：麻生北部土地改良区　電話０２９９－７２－０９０３）
４．文化財保護法に規定される埋蔵文化財包蔵地には含まれていません。

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約１０ｍ　　奥行　約９８ｍ

形 状 長方形

接 道 状 況
北東側で幅員約４．５ｍのアスファルト舗装市道にほぼ等高に接している。

物 件 の 位 置
行方市役所麻生庁舎の北東方約６．３ｋｍ（道路距離）

なめがたしおさい農業協同組合麻生営農経済センターの北東方約３．０ｋｍ（道路距離）

公法上の規制
非線引都市計画区域　用途指定無し

農業振興地域内　農用地区域内

公売保証金納付期間
及び入札期間

令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで売却区分番号 25-2

見積価額 160,000円 公売保証金 要しない
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 見 取 図

所 在 図

売却区分番号 25-2

図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件



ここに現地写真を載せる

-24-

現地写真

航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号 25-2

※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市小高字根堀

　 地　　番 １９５５番

地　　目 田

地　　積 １,８５３㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5

令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで売却区分番号 25-3

見積価額 350,000円

公売保証金納付期間
及び入札期間

公売保証金 要しない

公法上の規制
非線引都市計画区域　用途指定無し（建ぺい率６０％　容積率２００％）

農業振興地域内　農用地区域内

接 道 状 況
北西側で幅員約５ｍの舗装市道に接している

上記に約３ｍ低く水路を介して接面する中間画地

物 件 の 位 置
行方市役所麻生庁舎の北西約６．８㎞(道路距離)

JAなめがたしおさい麻生支店の北西方向約３．４ｋｍ（道路距離）

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約３５ｍ　　奥行　約５４ｍ　（北西側市道に対して）

形 状 ほぼ長方形

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
田として利用されています。

１．農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
　　なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　 （問合せ先：行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２．文化財保護法に規定される埋蔵文化財包蔵地には含まれていません。

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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所 在 図

売却区分番号 25-3

 見 取 図
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図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

対象物件

※



航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号 25-3

現地写真

-27-

※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市小高字離谷

　 地　　番 ２１７０番

地　　目 田

地　　積 ３，４７０㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5

見積価額 550,000円 公売保証金 60,000円

売却区分番号 25-4
公売保証金納付期間

及び入札期間
令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで

公法上の規制
非線引都市計画区域（建ぺい率６０％　容積率２００％）

物 件 の 位 置
ＪＲ鹿島線「潮来」駅の北方約13ｋｍ（道路距離）

接 道 状 況
北西側市道より約0.2ｍ～1ｍ低く一部水路を介して、北東側市道より約0.2ｍ

低く水路を介してそれぞれ幅員約2ｍの未舗装市道に接している。

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約104ｍ　　奥行　約45ｍ

形 状 やや不整形

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
田として利用されています。

１.農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
   なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　（問い合わせ先　行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２.公売財産は麻生北部土地改良区内にあるため、買受人には法定の賦課金
   等の納入義務が課されます。土地改良区賦課金は年額３４，７００円です。
　（問い合わせ先：麻生北部土地改良区　電話０２９９－７２－０９０３）

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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所 在 図

売却区分番号 25-4

 見 取 図
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図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件



ここに現地写真を載せる

25-4航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号

現地写真

-30-

※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市橋門字高田

　 地　　番 ５８１番１

地　　目 田

地　　積 ８７１㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5

見積価額 110,000円 公売保証金 要しない

売却区分番号 25-5
公売保証金納付期間

及び入札期間
令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで

公法上の規制
非線引都市計画区域（建ぺい率６０％　容積率２００％）

農振地域内　農用地区域内

物 件 の 位 置
行方市役所麻生庁舎の北西方約７．４ｋｍ（道路距離）

ＪＲ鹿島線「潮来」駅の北西方約１５ｋｍ（道路距離）

接 道 状 況
北西側で幅員約３．５ｍの未舗装法定外道路に約０．３ｍ低く接している。

南東側で幅員約２．０ｍの未舗装市道に約０．３ｍ低く接している。

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約１８ｍ　　奥行　約４８ｍ（北西側法定外道路に対して）

形 状 長方形地

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
田として利用されています。

１.農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
　なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　（問い合わせ先　行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２．公売財産は小高埋立土地改良区内にあるため、買受人は法定の賦課金等の
　　納入義務が課せられます。土地改良区賦課金は年額7,490円です。
３．土地改良区賦課金53,850円の未納があります。（令和７年４月末現在）
　 （問合せ先：小高埋立土地改良区　電話０２９９－７７－０５５０）
４．文化財保護法に規定される埋蔵文化財包蔵地には含まれていません。

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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所 在 図

売却区分番号 25-5

 見 取 図
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図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件



ここに現地写真を載せる

25-5航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号

現地写真

-33-

※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市内宿字東谷

　 地　　番 ２１８番

地　　目 田

地　　積 １，３４８㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5 土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
田として利用されています。

１．農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
　　なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　 （問合せ先：行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２．公売財産は小舟津水利組合内にあるため、買受人は法定の賦課金等の
　　納入義務が課せられます。水利組合賦課金は年額2,000円です。
　　（問い合わせ先：小舟津水利組合　電話０２９１－３５－２０５７）
３．国税徴収法第８９条第３項の規定に基づき一括換価の方法により公売しま
　　す。

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約１７ｍ　　奥行　約７９ｍ（西側市道に対して）

形 状 ほぼ長方形

接 道 状 況
西側で幅員約２．５ｍの未舗装市道に約１ｍ低く接している。

物 件 の 位 置
行方市役所北浦庁舎の北西方約２．５ｋｍ（道路距離）

JAなめがたしおさい農業協同組合北浦支店の北西方約２．１ｋｍ（道路距離）

公法上の規制
非線引都市計画区域（建ぺい率６０％　容積率２００％）

農業振興地域内　農用地区域内

公売保証金納付期間
及び入札期間

令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで売却区分番号 25-6

見積価額 260,000円 公売保証金 要しない
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 見 取 図

所 在 図

売却区分番号 25-6

図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件



ここに現地写真を載せる

-36-

現地写真

航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号 25-6

※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市小貫字削田

　 地　　番 ５７番１

地　　目 田

地　　積 １，５８５㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5

見積価額 290,000円 公売保証金 要しない

売却区分番号 25-7
公売保証金納付期間

及び入札期間
令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで

公法上の規制
非線引都市計画区域（建ぺい率６０％　容積率２００％）

農業振興地域内　農用地区域内

物 件 の 位 置
行方市役所北浦庁舎の北西方約７．１ｋｍ（道路距離）

鹿島臨海鉄道大洗鹿島線「新鉾田」駅の南西方約７．９ｋｍ（道路距離）

接 道 状 況
北東側で幅員約１２．０ｍの舗装済国道に約１．０ｍ低く接している。

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約４２ｍ　　奥行　約３５ｍ（北東側国道に対して）

形 状 ほぼ整形

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
田として利用されていますが、作付されていません。（令和７年８月現在）

１.農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
　なお、買受適格証明書の申請は、令和７年10月10日締め切りです。
　（問い合わせ先　行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２．公共上水道：引込可　公共下水道：未整備　都市ガス：未整備
３．文化財保護法に規定される埋蔵文化財包蔵地には含まれていません。特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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所 在 図

売却区分番号 25-7

 見 取 図
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図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件

対象物件

対象物件



ここに現地写真を載せる

25-7航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号

現地写真
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※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市羽生字竹ノ越

　 地　　番 １７１０番

地　　目 畑

地　　積 １，５１８㎡

（物件２） 所　　在 茨城県行方市羽生字竹ノ越

地　　番 １７１１番

地　　目 畑

地　　積 １，５６３㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5

見積価額 550,000円 公売保証金 60,000円

売却区分番号 25-9
公売保証金納付期間

及び入札期間
令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで

公法上の規制
非線引都市計画区域　用途指定無し

農業振興地域内　農用地区域外

物 件 の 位 置
行方市役所玉造庁舎の北方約５．６ｋｍ（道路距離）

なめがたしおさい農業協同組合玉造支店の北方約５．５ｋｍ（道路距離）

接 道 状 況
南側で幅員約４ｍの舗装市道に概ね等高～０．５ｍ高く接している。

物 件 の 概 況

地 勢 南方から北方に向かって下り緩傾斜

画地条件 間口　約５３ｍ　　奥行　約８０ｍ

形 状 ほぼ台形地

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
畑として利用されています。

画地内の西・北側の一部は雑草等が生い茂っている状態にあります。

１．農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
　　なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　 （問合せ先：行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２．上水道：未整備（南側市道に本管あり）下水道：未整備　都市ガス：未整備
３．文化財保護法に規定される埋蔵文化財包蔵地には含まれていません。
４．国税徴収法第８９条第３項の規定に基づき一括換価の方法により公売
　　します。

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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所 在 図

売却区分番号 25-9

 見 取 図
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図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件

対象物件



ここに現地写真を載せる

25-9航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号

現地写真
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※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市玉造字宮平沼

　 地　　番 甲７５４番

地　　目 田

地　　積 ２，０７４㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5

令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで売却区分番号 25-10

見積価額 390,000円

公売保証金納付期間
及び入札期間

公売保証金 要しない

公法上の規制
非線引都市計画区域（建ぺい率６０％　容積率２００％）

農振地域内、農用地区域内

接 道 状 況
南側で幅員約５ｍの舗装済の市道に約０．５ｍ低く水路を介して接している。

物 件 の 位 置
行方市役所玉造庁舎の南方約１．１ｋｍ（道路距離）

JAなめがたしおさい農業協同組合玉造支店の南方約800ｍ（道路距離）

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約２１ｍ　　奥行　約９８ｍ（南側市道に対して）

形 状 ほぼ長方形

執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等

農地中間管理事業に関する法律の契約により、田として第三者に賃貸されて

います。

１.農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
   なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　（問い合わせ先　行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２.農地中間管理事業に関する法律の規定による貸借が設定されています。
   設定期間　平成２８年１２月２３日～令和８年１０月３１日
　（問い合わせ先　行方市農林水産課　電話０２９１－３５－２１１１）
３.公売財産は行方北部土地改良区内にあるため、買受人には法定の賦課金
   等の納入義務が課されます。土地改良区賦課金は年額２３，８５１円です。
　（問い合わせ先：行方北部土地改良区　電話０２９９－５５－１４７５）

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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所 在 図

売却区分番号 25-10

 見 取 図
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図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件



ここに現地写真を載せる

航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号 25-10

現地写真
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※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。



財　産　の　表　示

（物件１） 所　　在 茨城県行方市荒宿字ヤシ町

　 地　　番 ５３３番

地　　目 田

地　　積 ２，６３９㎡

以上登記簿による表示

1
2
3
4
5 土壌汚染などに関する専門的な調査は行っておりません。
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執行機関（市）は、公売財産の引渡しの義務を負いません。すべて買受人の責任において行うことになります。

使 用 状 況 等
田として利用されています。

１.農地につき行方市農業委員会の「買受適格証明書」の提出が必要です。
   なお、買受適格証明書の申請は、令和７年１０月１０日締め切りです。
　（問い合わせ先　行方市農業委員会　電話０２９１－３５－２１１１）
２.公売財産は玉造南部土地改良区内にあるため、買受人には法定の賦課金
   等の納入義務が課されます。土地改良区賦課金は年額２３，７５０円です。
３.土地改良賦課金の未納は６６５，０５９円（令和７年５月末現在）です。
　（問い合わせ先：玉造南部土地改良区　電話０２９９－５５－１４７５）

特 記 事 項

［注意事項] 公売は現況有姿により行うものであるため、次の一般的事項を十分ご理解の上、公売へご参加ください。

公売財産の面積等は、公簿上によるものです。あらかじめ現況等を確認してください。
境界については隣接地所有者と、接面道路（私道）の利用については道路所有者とそれぞれ協議して下さい。
公売財産に隠れた瑕疵（かし）があっても執行機関（市）は担保責任を負いません。

物 件 の 概 況

地 勢 概ね平坦

画地条件 間口　約２６ｍ　　奥行　約１００ｍ

形 状 概ね整形な画地

接 道 状 況
南東側で幅員約５ｍの舗装済の市道に約０．５ｍ低く接している。

物 件 の 位 置
ＪＲ鹿島線「潮来」駅の北西方約１７．８ｋｍ（道路距離）

公法上の規制
非線引都市計画区域（建ぺい率６０％　容積率２００％）

公売保証金納付期間
及び入札期間

令和７年１０月２３日から令和７年１０月３０日まで売却区分番号 25-11

見積価額 100,000円 公売保証金 要しない
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 見 取 図

所 在 図

売却区分番号 25-11

図面と現況が異なる場合は、現況を優先します。

対象物件

この地図は、国土地理院発行の電子地形図25000を加工して作成しています。

※

対象物件
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現地写真

航空写真（対象物件周辺） 売却区分番号 25-11

※枠は目安です。境界等を特定するものではありません。 航空写真上の建物は現在取り壊されています。


